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当社 100％連結子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 
 

当社は、2018 年 12 月 18 日開催の取締役会において、当社の 100％出資の連結子会社である株式会社

アミューズエデュテインメント（以下「エデュテインメント」）を、2019年３月１日付で吸収合併するこ

とを決議いたしましたので、下記の通りお知らせいたします。 

なお本合併は、100％子会社を対象とする簡易合併であるため、開示事項・内容を一部省略して開示し

ております。 

 

 

記 

 

１. 合併の目的 

2018年 7月 13日に公表いたしました「固定資産の譲渡および特別利益の計上に関するお知らせ（開示

事項の経過）」の通り、当社がエデュテインメントに賃貸し、文化施設「アミューズミュージアム」を運

営している建物が老朽化し、事業の継続が難しくなった為譲渡いたしました。 

それに伴い、「アミューズミュージアム」運営を主な事業としているエデュテインメントを吸収合併す

ることといたしました。 

なお、「アミューズミュージアム」に関しましては、2019年 3月 31日まで営業を継続する予定です。 

 

 

２. 合併の要旨 

① 合併の日程 

合併決議取締役会   2018年 12月 18日 

合併契約締結日   2018年 12月 18日 

合併期日（効力発生日）  2019年３月１日（予定） 

 

本合併は、当社においては会社法第 796 条第２項に規定する簡易合併であり、エデュテインメ

ントにおいては会社法第 784 条第１項に規定する略式合併であるため、いずれも合併契約承認

株主総会は開催しません。 

 

② 合併方式 

当社を存続会社とする吸収合併方式で、エデュテインメントは解散いたします。 

なお、エデュテインメントは債務超過状態でありますが、合併に先立ち当社がエデュテインメ

ントに対して有する債権を一部放棄し、エデュテインメントにおいては債務免除益を計上する

ことにより債務超過状態が解消されます。 

 

③ 合併に係る割当の内容 

当社の 100％子会社の吸収合併であり、本合併による新株式の発行および資本金の増加ならびに

合併交付金の支払いはありません。 

 

④ 消滅会社の新株予約権および新株予約権付社債に関する取扱 

エデュテインメントは、新株予約権および新株予約権付社債を発行しておりません。 

 

 



 

３. 合併当事者の概要（2018年３月 31日現在） 

 吸収合併存続会社 吸収合併消滅会社 

(1)名称 株式会社アミューズ 
株式会社アミューズエデュテインメ

ント 

(2)所在地 東京都渋谷区桜丘町 20番 1号 東京都台東区浅草二丁目 34番３号 

(3)代表者の役職・氏名 代表取締役 社長執行役員 畠中 達郎 代表取締役社長 辰巳 清 

(4)事業内容 
アーティストマネージメント、映画・

テレビ番組の企画制作など 

文化施設の運営、物品販売、コンサ

ルティング 

(5)資本金 1,587百万円 90百万円 

(6)設立年月日 1978年(昭和 53年)10月 16日 2009年(平成 21年）７月１日 

(7)発行済株式数 18,623,520株 3,600株 

(8)決算期 ３月 31日 ３月 31日 

(9)大株主及び持株比率 

株式会社オオサト 26.60% 株式会社アミューズ     100.00% 

 

% 
日本マスタートラスト信託 8.76% 

 
銀行株式会社(信託口)  

大里 洋吉 2.57%  

日本トラスティ・サービス   

信託銀行株式会社(信託口) 2.53%  

 大里 久仁子 2.49%  

(10)直前会計年度の経営成績及び財政状態 

 2018年３月期（連結） 2018年３月期（単体） 

純資産 26,604百万円 △462百万円 

総資産 39,076百万円 83百万円 

１株当たり純資産 1,448.00円 △128,460.07円 

営業収入 47,283百万円 170百万円 

営業利益 3,342百万円 5百万円 

経常利益    3,237百万円 5百万円 

親会社株主に帰属する 

当期純利益 
   1,887百万円 4百万円 

1株当たり当期純利益 109.29円 1,176.08円 

 

 

４. 本合併後の状況 

本合併に伴う当社の名称、所在地、代表者、事業内容、資本金及び決算期について変更はござい

ません。 

 

５. 業績に与える影響 

本合併は 100％子会社の吸収合併であるため、今期の連結業績に与える影響は軽微であります。 

 

以 上 


